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【転籍】
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・技能実習の目的は「人材育成、技能移転、国際貢献」であり、実習生は労働力ではない。

　⇒従って転籍は原則不可

・特定技能の目的は「労働力の確保」であり特定技能外国人は労働力である。

・技能実習２号まで修了した場合は無試験で特定技能へ移行可能。

・技能実習２号を経ない場合、特定技能試験および日本語能力試験N4合格を以って特定技能となる。

・技能実習は90職種165作業で受入れ可能。特定技能は12分野14業種で受入れ可能。

　⇒技能実習と特定技能で受入れ可能職種に齟齬がある。

現　行　制　度 新　制　度　（案）

技能実習1号

（1年）

技能実習2号

（2年）

技能実習3号

（2年）

特定技能2号

（無期限）

帰国

試験

試験

特定技能1号

（最大5年）

帰国

帰国

試験なし

試験なし

試験

現行技能実習制度

2017年11月施行

特定技能制度

2019年4月施行
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育成就労

（3年）

育成就労
試験

育成就労は基礎級技能試験および

日本語能力試験N5等の合格、

同一機関での就労１年または２年を要

件として自己都合転籍を認める。

特定技能1号

（最大５年）

特定技能2号

（無期限）

試験

試験

帰国



制度改正について補足資料 
 
【前提】 
現代日本社会では労働人口の減少や人材の都心部への集中、現業を避ける若年層の志向か
ら、地方や中小零細企業を中心に慢性的な人手不足が深刻化しており、外国人がその穴を埋
める担い手となっている。 
⇒技能実習 約 32 万 5千人 
⇒特定技能 約 13 万 1千人 
 
【問題点】 
① 技能実習制度における目的と現実の乖離 

技能実習制度は人材育成・技能移転・国際貢献を目的としており、技能実習生は労働力
ではないというのが制度の趣旨であり、それ故に技能実習生の転籍は制限されている。 
 

② 来日するための多額の借金 
来日に係る費用は技能実習生の母国毎に法律で定められているものの、募集から採用ま
での過程で悪質なブローカーの介在や送出し機関による法定外費用の請求が常態化し
ており、ほとんどの技能実習生は借金を背負った状態で来日する。 
 

③ 実習実施者（企業）における人権侵害行為 
借金がありながらも転籍は制限されているため、人権侵害行為やハラスメントの発生が
助長され易い環境となる。 
 

④ 失踪者の多発、外国人犯罪の増加による治安の悪化 
上記①～③の結果として、実習実施者から逃げ出し不法就労や犯罪行為に走る外国人が
増加し、社会問題となっている。 

 
⑤ 特定技能における人材の都市部への集中 

転籍が認められている特定技能制度においてはほとんどの対象者が都市部での就業を
希望し、地方で育成された人材が都市部に流出する構造となっている。 
 

 
【制度改正】 
以上の現状を踏まえ、技能実習制度と特定技能制度の問題点解決/改善を期し、現在、有識
者会議により新たな制度の在り方が検討されている。 



●「両制度の整合性の取れた一貫性ある制度へ。」

●「新制度は『基礎的人材育成期間』、特定技能は『実践的人材育成期間』とし、一貫した人材育成の制度へ。」

➡➡➡両制度の法律は一本化し、厚生労働省・法務省共管の新法とする。
―――「両制度を、外国人がキャリアアップしつつ、国内で就労し、活躍できる、分かり易いもの、とする」（「骨太の方針２０２３」）

●両制度は地方の「人材確保」につながる仕組みとすべき。

●両制度とも、魅力ある働き先国として、真の能力実績主義に基づくキャリアアップを徹底する仕組みとすべき。

●とりわけ、特定技能を名実ともに人材育成に相応しい制度とすべく、その目的規定に「人材育成」を明記するとともに、特定技能に

おけるキャリアアップ制度（技能評価制度等）を新たに構築すべき。

●長期安定就労、日本語能力、高度技能等を兼ね備える者には、家族帯同等においてインセンティブを付与し、人材力向上、地域共生
を支援。

●対象職種を原則全ての業種とする際、中小企業に止まらず、零細企業、スタートアップ、個人事業主・小規模企業等における深刻な
労働力不足の解決にも資するよう、業種別団体等がない業務・職種の経済主体も利用可能な制度となるよう、社会経済的安定の
維持、確保を前提に、特例的な外国人材活用に関する取り扱いを制度化すべき。

● 「やむを得ない場合の転籍の範囲を拡大・明確化し、手続きを実効性のあるもの」とすることを前提として、少なくとも２年超、「３年の

育成期間」は、できる限り同一企業での就労を基本とすべき。仮に、本人の意向による転籍を認める場合は技能検定３級+日本語能力
A2（N4）合格を要件とすべき。

●新たな制度における転籍時の民間職業紹介事業者の関与は、一貫した人材育成や人権保護等の観点から、撤回すべき。

●両制度をカバーする許可制の「管理支援機関（仮称）」を導入し、特定技能制度においても、監査及び雇用関係成立のあっせんだけで
なく、迎え入れる外国人材の立場に立って、 保護・支援・育成を行う機能も義務化すべき。

●外国人材受入れ共生に向けた「基本法」の制定（議員立法）

一般財団法人外国人材共生支援全国協会(NAGOMi)

2023年11月21日

総論「有識者会議最終報告書たたき台」にかかるNAGOMi緊急提言



農業関係
2職種6作業

漁業関係
2職種10作業

建設関係
22職種33作業

繊維・衣服関係
13職種22作業

その他その他

さく井 建設板金

冷凍空気 建具製作

建築大工 型枠施工

鉄筋施工 とび

石材施工 タイル張り

かわらぶき 左官

配管 熱絶縁

内装仕上 サッシ

防水施工 コンクリ

ｳｪﾙﾎﾟｲﾝﾄ 表装

建設機械 築炉

紡績運転 織布運転

染色 ニット

たて編 婦人子供

紳士服 下着類

寝具製作 ｶｰﾍﾟｯﾄ

帆布製作 布はく製

座席ｼｰﾄ

食品製造
11職種18作業

缶詰巻絞 鶏肉処理

加熱水産 非加熱

水産練り 牛豚食肉

ハムソー パン製造

そう菜 漬物製造

医療給食

機械･金属
17職種34作業

鋳造 鍛造

ﾀﾞｲｶｽﾄ 機械加工

金属ﾌﾟﾚｽ 鉄工

工場板金 めっき

ｱﾙﾐ陽極 仕上げ

機械検査 機械保全

電子機器 電気機器

ﾌﾟﾘﾝﾄ配線 ｱﾙﾐ圧延

金属熱処理業

自動車整備

ﾋﾞﾙｸﾘｰﾆﾝｸﾞ

介護

宿泊

プラ成型

塗装

溶接

工業包装

その他

家具製作

印刷

製本

強化プラ

紙器

陶磁器

リネン

コンクリ

RPF製造

鉄道施設

ゴム

鉄道車両

木材加工

耕種農業

畜産農業

漁船漁業

養殖業

社内検定

グラハン

社内検定

ﾎﾞｲﾗｰﾒﾝﾃ

農業

産業分野

業務区分

日本標準
産業分類
の指定なし

耕種農業全般
畜産農業全般

漁業

産業分野

業務区分

日本標準
産業分類
の指定なし

漁業
養殖業

建設

産業分野

業務区分

日本標準産業分類の
指定なし

土木
建築
ライフライン･設備

飲食料品製造

産業分野

業務区分

飲食料品製造業全般

製造

産業分野

業務区分

機械金属加工
電気電子機器組立て
金属表面処理

自動車整備

日本標準産
業分類：無

業務区分：
自動車整備

外食

産業分野

日本標準
産業分類の
指定なし

業務区分

外食

造船

産業分野

日本標準産業分
類の指定なし

業務区分

溶接
塗装
鉄工
仕上げ
機械加工
電気機器組立て

ﾋﾞﾙｸﾘｰﾆﾝｸﾞ

介護

宿泊

日本標準産
業分類：無

業務区分：
ﾋﾞﾙｸﾘｰﾆﾝｸﾞ

日本標準産
業分類：無

業務区分：
介護

日本標準産
業分類：無

業務区分：
宿泊

航空

産業分野

業務区分

日本標準
産業分類
の指定なし

航空ｸﾞﾗﾊﾝ
機体整備

産業分野･業務区分の世界

職種･作業/産業分野･業務区分対応関係図

技
能
実
習
制
度

特
定
技
能
制
度

：下線付の職種作業から移行可能 ：日本標準産業分類が合致すれば移行可能 ：原則移行可能職種･作業の世界

1号のみ

1年職種

※技能実習制度の赤色文字部分は新たな制度の対象外（現状のままでは新たな制度で受け入れができない）

09 食料品製造業
101 清涼飲料製造業
103 茶･ｺｰﾋｰ製造業
104 製氷業
5861 菓子小売業
5863 パン小売業
5897 豆腐･かまぼこ
581 各種食料品小売
5811 食料品ｽｰﾊﾟｰ×

2194 鋳型製造業
225 鉄素形材製造業
235 非鉄金属素形材
2422 機械刃物製造業
2424 作業工具製造

（略）
248 ボルト･ナット
25 はん用機械器具
26 生産用機械器具
27 業務用機械器具
28 電子部品･デバイス
29 電気機械器具製造
30 情報通信機械器具
3295 工業用模型製造
18 プラスチック製品
19 ゴム製品製造業
31 輸送用機械機器具

×

・自動車組立て
・クリーニング
・物流
・デジタル
ピッキング
などは
特定産業分野
対象外

・菓子製造
などは
飲食料品製造
分野に入り
対象になる



在留外国人総数 3,075,213

技術・人文知識
・国際業務

311,961

特定技能
１号

130,915

特定技能
２号

8

技能実習
１号

164,993

技能実習
２号

84,386

技能実習
３号

75,561

技能実習
総数

324,940

留学 300,638

2022年12月（2023年7月公開）　在留外国人統計



外国人の人権保護

外国人の人権が保護され、労働
者としての権利性を高めること

外国人のキャリアアップ

外国人がキャリアアップしつつ
活躍できる分かりやすい仕組みを
作ること

安全安心・共生社会

全ての人が安全安心に暮らすこと
ができる外国人との共生社会の実現
に資するものとすること

最終報告書たたき台（案）（概要）（技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議事務局作成）

見直しに当たっての３つの視点（ビジョン）

見直しに当たっての４つの方向性

留意事項

１ 現行制度の利用者等への配慮
見直しにより、現行の技能実習制度・特定技能制度の利用者に無用な混乱や問題が生じないよう、また、不当

な不利益や悪影響を被る者が生じないよう、きめ細やかな配慮をすること

２ 地方や中小零細企業への配慮
とりわけ人手不足が深刻な地方や中小零細企業においても、人材確保が図られるように配慮すること

１ 技能実習制度を、人材確保と人材育成を目的とする新たな制度とするなど、実態に即した見直しとすること

２ 外国人材に日本が選ばれるよう、技能・知識を段階的に向上させその結果を客観的に確認できる仕組みを設ける
ことでキャリアパスを明確化し、新たな制度から特定技能への円滑な移行を図ること

３ 人権保護の観点から、一定要件の下で本人意向の転籍を認めるとともに、監理団体等の要件厳格化や関係機関
の役割の明確化等の措置を講じること

４ 日本語能力を段階的に向上させる仕組みの構築や受入れ環境整備の取組により、共生社会の実現を目指すこと

① 見直しに当たっての基本的な考え方

資料２－２

国際的にも理解が得られ、日本が外国人材に選ばれる国になるよう、以下の視点に重点を置いて見直しを行う。



• 新制度から特定技能１号への移行は、以下を条件。
①技能検定試験３級等又は特定技能１号評価試験合格
②日本語能力Ａ２相当以上の試験(日本語能力試験Ｎ４等)合格

※当分の間は相当講習受講も可
• 試験不合格となった者には再受験のための最長１年の在留継続を認める。
• 支援業務の委託先を登録支援機関に限定し、職員配置等の登録要件を厳格化
／支援実績・委託費等の開示を義務付け。キャリア形成の支援も実施。

• 育成途中の特定技能１号への移行は本人意向の転籍要件を踏まえたものとする｡

• 現行の技能実習制度を発展的に解消し、人材確保と人材育成を目的とする新たな制度を創設。
• 基本的に３年の育成期間で、特定技能１号の水準の人材に育成。
• 特定技能制度は、適正化を図った上で現行制度を存続。
※現行の企業単独型技能実習のうち、新制度の趣旨・目的に沿うものは適正化を図った上で引き続き実施し、
沿わない趣旨・目的を異にするものは、新制度とは別の枠組みでの受入れを検討。

• 「やむを得ない場合」の転籍の範囲を拡大・明確化し、手続を柔軟化。
• これに加え、以下を条件に本人の意向による転籍も認める。
➢ 計画的な人材育成等の観点から、一定要件（同一機関での就労が１年超(※１)／技能検定

試験基礎級・日本語能力Ａ１相当以上の試験(日本語能力試験Ｎ５等)合格(※２)／転籍先機
関の適正性(転籍者数等))【P】を設け､同一業務区分に限る。

※１ 人材育成の観点から必要があること／１年経過後の待遇向上等を義務付けることを要件として、当
分の間、各分野において、２年を超えない範囲とすることを可能とする(３の会議体の意見を踏まえて政
府が判断)。
※２日本語能力につき、各分野でより高い水準の試験の合格を要件とすることを可能とする(６、９で同じ)。

• 転籍前機関の初期費用負担につき、正当な補填が受けられるよう措置を講じる。
• 監理団体・ハローワーク・技能実習機構等による転籍支援を実施。
• 育成終了前に帰国した者につき、それまでの新制度による滞在が２年以下の場合、前回育成

時と異なる分野・業務区分での再入国を認める。
• 試験合格率等を受入れ機関・監理団体の許可・優良認定の指標に。

• 特定技能制度の考え方と同様、新制度でも受入れ対象分野ごとに受入れ見込数を設定(受入
れの上限数として運用)。

• 新制度及び特定技能制度の受入れ見込数や対象分野は経済情勢等の変化に応じて適時・適
切に変更。試験レベルの評価等と合わせ、有識者等で構成する会議体の意見を踏まえ政府
が判断。

• 受入れ対象分野は、現行の技能実習制度の職種等を機械的に引き継ぐのではなく新たに設定
し、特定技能制度における「特定産業分野」の設定分野に限定。
※国内における就労を通じた人材育成になじまない分野は対象外。

• 従事できる業務の範囲は、特定技能の業務区分と同一とし、「主たる技能」を定めて育成・
評価(育成開始から１年経過・育成終了時までに試験を義務付け)。

• 季節性のある分野(農業・漁業)で、実情に応じた受入れ・勤務形態を検討。

• 技能実習機構の監督指導・支援保護機能や労働基準監督署・地方出入国在留管理局との連携
等を強化し、特定技能外国人への相談援助業務を追加。

• 監理団体の許可要件等厳格化。
➢ 受入れ機関と密接な関係を有する役職員の監理への関与の制限／外部監視の強化による独
立性・中立性確保。

➢ 職員の配置、財政基盤、相談対応体制等の許可要件厳格化。
• 受入れ機関につき、受入れ機関ごとの受入れ人数枠を含む育成・支援体制適正化、分野別協

議会加入等の要件を設定。
※優良監理団体・受入れ機関については、手続簡素化といった優遇措置。

• 入管、機構、労基署等が連携し、不適正な受入れ・雇用を排除。
• 制度所管省庁は、地域協議会の組織等を含む制度運用の中心的役割。
• 業所管省庁は、受入れガイドライン・キャリア形成プログラム策定、分野別協

議会の活用等。
• 日本語教育機関の日本語教育の適正かつ確実な実施、水準の維持向上。
• 自治体は、地域協議会への積極的な参画等により、共生社会の実現、地域産業

政策の観点から、外国人材受入れ環境整備等の取組を推進。

• 二国間取決め(ＭＯＣ)により送出機関の取締りを強化。
• 送出機関・受入れ機関の情報の透明性を高め、送出国間の競争を促進するとと

もに、来日後のミスマッチ等を防止。
• 支払手数料を抑え、外国人と受入れ機関が適切に分担する仕組みを導入。

• 継続的な学習による段階的な日本語能力向上。
※➢ 就労開始前にＡ１相当以上の試験(日本語能力試験Ｎ５等)合格又は相当講習受講

特定技能１号移行時にＡ２相当以上の試験(〃Ｎ４等)合格 ※当分の間は相当講習受講も可
特定技能２号移行時にB１相当以上の試験（〃Ｎ３等）合格

※各分野でより高い水準の試験の合格を要件とすることを可能とする(４、６に同じ)。

• 日本語支援に取り組んでいることを優良受入れ機関の認定要件に。
• 日本語教育機関認定法の仕組みを活用し、教育の質の向上を図る。

② 提言

• 政府は、人権侵害行為に対しては現行制度下でも可能な対処を迅速に行う。
• 政府は、移行期間を十分に確保するとともに丁寧な事前広報を行う。
• 現行制度の利用者等に不当な不利益等を生じさせないよう十分な配慮を行う。
• 本人意向の転籍要件に関する就労期間について、当分の間、分野によって１年

を超える期間の設定を認めるなど、必要な経過措置を設けることを検討。
• 政府は、新たな制度等について、適切に情報発信し、関係者の理解を促進する。
• 政府は、新たな制度の施行後も、運用状況について不断の検証と見直しを行う。

６ 特定技能制度の適正化方策

７ 国・自治体の役割

８ 送出機関及び送出しの在り方

９ 日本語能力の向上方策

１０ その他（新たな制度に向けて）

４ 新制度での転籍の在り方

３ 受入れ見込数の設定等の在り方

２ 新制度の受入れ対象分野や人材育成機能の在り方

１ 新制度及び特定技能制度の位置付けと関係性等

５ 監理・支援・保護の在り方
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